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閣 議 及 び 閣 僚 懇 談 会 議 事 録 
 

開催日時：平成２７年８月２８日（金）   ８：２６～８：３６ 

 

開催場所：総理大臣官邸閣議室 

 

出 席 者：安 倍 晋 三 内閣総理大臣 

麻 生 太 郎 国務大臣（副総理，財務大臣，内閣府特命担当大臣） 

高 市 早 苗 国務大臣（総務大臣） 

上 川 陽 子 国務大臣（法務大臣） 

岸 田 文 雄 国務大臣（外務大臣） 

下 村 博 文 国務大臣（文部科学大臣） 

塩 崎 恭 久 国務大臣（厚生労働大臣） 

林   芳 正 国務大臣（農林水産大臣） 

宮 沢 洋 一 国務大臣（経済産業大臣，内閣府特命担当大臣） 

太 田 昭 宏 国務大臣（国土交通大臣） 

望 月 義 夫 国務大臣（環境大臣，内閣府特命担当大臣） 

中 谷   元 国務大臣（防衛大臣） 

菅   義 偉 国務大臣（内閣官房長官） 

竹 下   亘 国務大臣（復興大臣） 

山 谷 えり子 国務大臣（国家公安委員会委員長，内閣府特命担当大臣） 

山 口 俊 一 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

甘 利   明 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

有 村 治 子 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

石 破   茂 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

遠 藤 利 明 国務大臣 

陪 席 者：加 藤 勝 信 内閣官房副長官 

世 耕 弘 成 内閣官房副長官 

杉 田 和 博 内閣官房副長官 

横 畠 裕 介 内閣法制局長官 

 

閣議案件：別添案件表のとおり。 

     ○一般案件      ６件 

     ○国会提出案件   １５件 

     ○公布（条約）    １件 

     ○公布（法律）    １件 

     ○政令        ４件 

     ○人事        ６件 

     ○配布        ４件 

     いずれも，案件表のとおり，決定，了解等となった。 
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議事内容： 

○菅国務大臣：ただ今から，閣議を開催いたします。 

  まず，閣議案件について，加藤副長官から御説明申し上げます。 

○加藤内閣官房副長官：一般案件等について，申し上げます。まず，「構造改革特別区

域基本方針」，「地域再生基本方針」及び「総合特別区域基本方針」の一部変更につ

いて，御決定をお願いいたします。「構造改革特別区域基本方針」は，構造改革特別

区域法の一部改正に伴い，通訳案内士に係る規制の特例措置の追加等を行うもので

あり，「総合特別区域基本方針」は，同規制の特例措置の削除等を行うものでありま

す。また，「地域再生基本方針」は，地域再生法の一部改正に伴い，基本的な考え方

として「企業の地方拠点の強化」の追加等を行うものであります。 

 次に，予備費の使用について，御決定をお願いいたします。本件は，来年５月に

我が国で開催される主要国首脳会議の開催準備に必要な経費として，約６５億円を

一般会計予備費から使用するものであります。 

 次に，平成２７年度「中小企業者に関する国等の契約の基本方針」及び「中小企

業者等に対する特定補助金等の交付の方針」について，御決定をお願いいたします。

本件は，官公需法及び中小企業新事業活動促進法に基づき，毎年度作成するもので

あります。本件につきましては，後程，経済産業大臣から御発言があります。 

 次に，質問主意書に対する答弁書１５件について，お手元の資料のとおり，御決

定をお願いいたします。 

 次に，「日・コロンビア投資協定」の公布について，御決定をお願いいたします。

本協定は，平成２５年の臨時国会で承認を得たものであり，本年９月１１日に効力

を生ずるものであります。 

 次に，法律の公布について，御決定をお願いいたします。「矯正医官の兼業及び勤

務時間の特例等に関する法律」が，２７日の衆議院本会議において，可決成立した

ものであります。 

 次に，政令４件について，御決定をお願いいたします。まず，「地方公務員法及び

地方独立行政法人法の一部改正法の施行期日令」は，同改正法の施行期日を平成２

８年４月１日と定めるものであります。 

 次に，「弁護士会登記令の一部を改正する政令」は，弁護士会の合併に関する登記

を行う場合，申請書に添付する消滅する弁護士会の登記事項証明書は，申請書への

会社法人等番号の記載で代えることができるとするものであります。 

 次に，「通貨の単位及び貨幣の発行等に関する法律施行令の一部を改正する政令」

は，地方自治法施行６０周年を記念するため順次発行する記念貨幣のうち，今年度

後半に発行を予定している和歌山県，大阪府，長崎県及び千葉県を題材とする５０

０円貨幣の発行に伴う枚数分を追加するとともに，来年度前半に発行を予定してい

る福島県及び東京都を題材とする５００円貨幣及び１，０００円貨幣の素材等を定

めるものであります。 

 次に，「中小企業退職金共済法施行令の一部を改正する政令」は，林業退職金共済

制度の予定運用利回りを引き下げる等の措置を講ずるものであります。 
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 次に， 人事案件について，申し上げます。まず，下村文部科学大臣が日韓国交正

常化５０周年記念日韓教育交流サミット出席等のため３０日から３１日まで，石破

内閣府特命担当大臣がオーストリア国政府要人との会談等のため明日から９月１

日まで，それぞれ海外出張されますので，御了解をお願いいたします。 

 次に， 特命全権大使佐藤英夫を願いに依り免ずることについて，御決定をお願

いいたします。 

 次に，特命全権大使鈴木敏郎に，自由貿易・経済連携協定交渉に参加するための

日本政府代表を命ずることについて，御決定をお願いいたします。 

 次に，外務省人事といたしまして，特命全権大使小林弘裕にイラン国駐箚を，ト

リニダード・トバゴ国等駐箚大使岡田光彦に兼ねてセントビンセント国等駐箚をそ

れぞれ命ずることを承認することについて，御決定をお願いいたします。 

 次に，裁判官人事といたしまして，簡易裁判所判事に兼ねて任命するもの外１件

について，御決定をお願いいたします。 

 次に，小林庄二郎外６０４名の叙位，叙勲又は紺綬褒章等の授与について，御決

定をお願いいたします。 

 次に，配布資料といたしまして，「労働力調査報告」，「消費者物価指数」 及び「家

計調査報告」があります。本件につきましては，後程，総務大臣及び関連して厚生

労働大臣から御発言があります。 

○菅国務大臣：次に，大臣発言がございます。まず，経済産業大臣。 

○宮沢国務大臣：「平成２７年度中小企業者に関する国等の契約の基本方針」及び「平

成２７年度中小企業者等に対する特定補助金等の交付の方針」の２件について概要

を申し上げます。 

 「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」に基づく平成２７年

度の｢国等の契約の基本方針｣では，官公需総額に占める中小企業者の契約割合を５

４．７％とするとともに，法改正を受けて創業１０年未満の新規中小企業者の契約

割合を，平成２６年度と比較して３年間で倍増することを目標としました。また，

基本方針に即して，各府省等が速やかに契約の方針を作成することを盛り込んでお

ります。 

 次に，「中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律」に基づく「特定補助金等

の交付の方針」では，中小企業者等への研究開発補助金等の支出目標額を，約４５

５億円としています。 

 各府省におかれましては，これらの目標が達成されるよう，最大限の御尽力と御

配慮をお願いいたします。 

○菅国務大臣：次に，総務大臣。 

○高市国務大臣：本日，労働力調査，消費者物価指数及び家計調査の結果を公表いた

します。その主なポイントは，次のとおりです。 

 ７月の就業者数は６，３８１万人で，１年前に比べ２４万人の増加，完全失業者

数は２２２万人で，１年前に比べ２６万人の減少となりました。 

 季節調整値で前月からの増減をみると，就業者数は１３万人の減少，完全失業者
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数は２万人の減少となりました。完全失業率は３．３％と，前月に比べ０．１ポイ

ントの低下となり，１８年ぶりの低い水準であった本年４月及び５月と同率となり

ました。 

 ７月の全国の消費者物価指数は，１年前に比べ０．２％の上昇となりました。生

鮮食品を除く指数は，１年前と同水準となりました。これは，２年２か月ぶりのこ

とです。食料とエネルギーを除いた指数は，１年前に比べ０．６％の上昇となりま

した。 

 全国２人以上世帯の７月の消費支出は，１年前に比べ実質０．２％の減少となり

ました。 

 季節調整値で前月からの変化を見ると，消費支出は前月に比べ実質０．６％の増

加となりました。 

 また，２人以上の勤労者世帯の実収入は，１年前に比べ実質５．４％の増加と，

４か月連続の増加となりました。 

○菅国務大臣：次に，厚生労働大臣。 

○塩崎国務大臣：平成２７年７月の有効求人倍率は，季節調整値で１．２１倍と，前

月を０．０２ポイント上回り，２３年５か月ぶりの高い水準となりました。有効求

人は前月に比べ１．５％の増加，有効求職者は０．２％の減少となりました。 

 求人・求職の動向や，総務大臣から報告のありました労働力調査結果をみますと，

現在の雇用情勢は，着実に改善が進んでおります。ただし，中国経済をはじめとし

た海外景気の下振れや金融資本市場の変動が雇用へ与える影響について注意が必

要と考えます。 

 女性・若者・高齢者等の活躍推進，正社員就職の促進，地域に応じた良質な雇用

機会の確保・創出などの現在の雇用対策に加え，平成２８年度概算要求に必要な事

項を盛り込み，雇用情勢の一層の改善に全力で取り組んでいきます。閣僚の皆様に

は，御理解と御協力をお願いいたします。 

○菅国務大臣：次に，内閣総理大臣から御発言がございます。 

○安倍内閣総理大臣：下村大臣及び石破大臣は，それぞれ海外出張いたしますが，そ

の出張不在中，山口大臣を文部科学大臣の臨時代理に指定し，高市大臣に国家戦略

特別区域担当大臣の事務代理を命じます。 

○菅国務大臣：これをもちまして，閣議を終了いたします。 

引き続き，閣僚懇談会を開催いたします。 

御発言はございますか。 

無いようですので，以上をもちまして，閣僚懇談会を終了いたします。 



平成27年 

８月 28日 

◎一般案件 

1. 構造改革特別区域基本方針の一部変更

   1. 地域再生基本方針の一部変更

1. 総合特別区域基本方針の一部変更

について（決定） （内閣官房） 

〃  ○平成２７年度一般会計予備費使用について 

（決定） （財務省） 

1. 平成２７年度中小企業者に関する国等の契約

の基本方針

1. 平成２７年度中小企業者等に対する特定補助

金等の交付の方針

について（決定） （経済産業省） 

◎国会提出案件 

1. 参議院議員藤末健三（民主）提出ホルムズ海

峡における機雷掃海の必要性に関する質問に

対する答弁書について（決定）（内閣官房）

1. 参議院議員藤末健三（民主）提出防衛大臣に

よる実施区域指定に関する質問に対する答弁

書について（決定）        （同上）

1. 衆議院議員鈴木貴子（民主）提出ビザなし交

流択捉島訪問に係る新聞報道についての政府

答弁の在り方に関する質問に対する答弁書に

ついて（決定）       （内閣府本府）

1. 衆議院議員緒方林太郎（民主）提出沖ノ鳥島

に関する質問に対する答弁書について

（決定）            （外務省）

1. 衆議院議員鈴木貴子（民主）提出ビザなし交

流中止についての質問主意書に対する政府答

弁に関する第３回質問に対する答弁書につい

て（決定）            （同上）

（ 金 ）閣 議 案 件

〇資 料  
あ り  

資 料  
あ り  ○

○〃

〔 別 添 〕
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1. 衆議院議員鈴木貴子（民主）提出ロシア２０

０海里内のサケ・マス流し網漁を２０１６年

１月から禁止する法案が成立したことによる

今後の政府対応等についての質問主意書に対

する政府答弁に関する質問に対する答弁書に

ついて（決定）         （外務省）

1. 衆議院議員鈴木貴子（民主）提出広島及び長

崎に原爆を投下したアメリカに対する戦後７

０年の節目をむかえた政府の認識等に関する

再質問に対する答弁書について（決定）

（同上） 

1. 参議院議員藤末健三（民主）提出米軍等の部

隊の武器等防護に関する再質問に対する答弁

書について（決定）        （同上）

1. 参議院議員水野賢一（無ク）提出満州事変に

対する政府の認識に関する質問に対する答弁

書について（決定）        （同上）

1. 参議院議員蓮舫（民主）提出新国立競技場の

工事の工程表に関する質問に対する答弁書に

ついて（決定）       （文部科学省）

1. 参議院議員牧山ひろえ（民主）提出インター

ネット上の著作権侵害コンテンツ対策に関す

る質問に対する答弁書について（決定）

（同上） 

1. 参議院議員西村まさみ（民主）提出保険医療

機関等の指導に関する質問に対する答弁書に

ついて（決定）       （厚生労働省）

1. 参議院議員西村まさみ（民主）提出歯科外来

診療環境体制加算に関する質問に対する答弁

書について（決定）        （同上）

1. 衆議院議員緒方林太郎（民主）提出ミニマム

アクセス米の運営等に関する再質問に対する

答弁書について（決定）   （農林水産省）

1. 衆議院議員吉村洋文（維新）提出技術的制限

手段に関する再質問に対する答弁書について

（決定）          （経済産業省）
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◎公布（条約） 

☆投資の自由化，促進及び保護に関する日本国とコ

ロンビア共和国との間の協定（決定）（外務省） 

 

◎公布（法律） 

☆矯正医官の兼業及び勤務時間の特例等に関する法

律（決定） 

 

◎政  令 

   ○地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部を改 

正する法律の施行期日を定める政令（決定） 

（総務省） 

〃  ○弁護士会登記令の一部を改正する政令（決定） 

（法務省） 

〃  ○通貨の単位及び貨幣の発行等に関する法律施行令 

の一部を改正する政令（決定）    （財務省） 

〃  ○中小企業退職金共済法施行令の一部を改正する政 

令（決定）           （厚生労働省） 

 

◎人  事 

☆文部科学大臣下村博文外１名の海外出張について  
（了解）  

○特命全権大使佐藤英夫を願に依り免ずることにつ  
いて（決定）  

〃  ○特命全権大使鈴木敏郎に自由貿易・経済連携協定  
交渉に参加するための日本政府代表を命ずること  
について（決定）  

〃  ○各府省幹部職員の任免につき，内閣の承認を得る  
ことについて（決定）  

☆判事中村也寸志を簡易裁判所判事に兼ねて任命し，

判事兼簡易裁判所判事播磨俊和の兼官を免ずるこ  
とについて（決定）  

☆元法務事務官小林庄二郎外６０４名の叙位 , 叙勲  
又は紺綬褒章等授与について（決定）  

資 料  
あ り  

資 料  
な し  

資 料  
な し  

資 料  
あ り  

資 料  
な し  

資 料  
あ り  

資 料  
な し  
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◎配  布 

   ☆労働力調査報告           （総務省） 

   ☆消費者物価指数            （同上） 

   ☆家計調査報告             （同上） 

   ☆月例経済報告          （内閣府本府） 

 

 

〔○署名あり  ☆署名なし〕 
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